
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、25年４月１日現在の人数である。
　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、
　　　　職員数には当該職員を含んでいない。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構
　　　　成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100とし
　　　　て計算した指数。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
　　　３　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がない
　　　　とした場合の値である。　　
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(4)給与改定の状況
人事委員会を設置していないため、記載省略

(5)給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［　実施　　未実施　］

　実施内容

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日
（内容）
　改定率０％～△４％、平均２％の引き下げ。
　給料表の５級、６級にそれぞれ８号俸追加。

②地域手当の見直し

　実施内容

（支給割合）東京都に在勤する職員について国基準２０％に対し、新得町においても２０％に引き上げ。
（実施時期）平成２７年４月１日より実施。

③その他の見直しの内容

単身赴任手当　基礎額を30,000円に、加算上限額を70,000円にそれぞれ引き上げ。（平成27年4月1日実施）
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（26年４月１日現在）
　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

該当なし

　　　 ③幼稚園教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、25年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当など　　　　　 

　　　　のすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているもので
　　　　ある。　　　　
　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当　　　
　　　　等を除いたもの）で算出している。

（2) 職員の初任給の状況（26年４月１日現在）

円 円 円

円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（26年４月１日現在）

円 円 円
円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（26年４月１日現在）
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（注）１　新得町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

実施していません。
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４　職員の手当の状況
（1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（25年度） １人当たり平均支給額（25年度）

千円 千円

（25年度支給割合） （25年度支給割合） （25年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

役職加算 5～15% 役職加算 5～20% 役職加算 5～20%

管理職加算10～25% 管理職加算10～25%

【勤勉手当への勤務成績の反映状況】
　　実施していません。

（2) 退職手当（26年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 2～45％ その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (2～45％)

千円 千円

（注）　退職手当の１人当たりの平均支給額は、25年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当（26年４月１日現在）
千円

千円

人 ％ ％

人 ％ ％

地域手当補正後ラスパイレス指数

（ラスパイレス指数）

（注）　　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較

　　　 するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

　　　　　（補正前のラスパイレス指数×（1+当該団体の地域手当支給率）／（１+国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算

　　　　出。）

52.44

27.025

希望退職制度適用時8～12号俸)

支給対象地域
1

18

3

2.60

27.025

新得町
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1,346
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道

30.82

2.60

(1.50) (0.70)

国新得町

1.35

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

884

国

職制上の段階、職務の級等による加算措置

52.44

52.44

30.82

1,521

442,264

1 18

支給率
3

　東京

　札幌市

20,223

43.70

職制上の段階、職務の級等による加算措置

国の制度（支給率）

(1.45)

21.62

52.44

支給実績（25年度決算）

21.62

52.44

　　　　　　　　９８．７

（９８．７）

支給対象職員数

1.35

(0.65)

1.35

(1.45) (0.65)

－

2.60

24,372

43.70

52.44

36.57

一人当たりの平均支給額　　
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 (4) 特殊勤務手当（26年４月１日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 25 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ）

衛生担当職員

21,764

19,737

防疫作業

手当の名称 主な支給対象職員

381

１日　600円

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

主な支給対象業務

伝染病防疫作業従事手当

行旅死亡人取扱従事手当
社会福祉担当職員で直接従
事した者

犬等の捕獲、動物の
死体処理等

山岳手当

犬等取扱作業手当

行旅死亡人の収容、
埋葬等作業

町税滞納処分従事手当

支 給 実 績 （ 25 年 度 決 算 ）

入山作業に従事した者

2.7

2

手当の種類（手当数）

生活環境職員で直接従事し
た者

346

666

山岳調査等

１回　500円

滞納処分

左記職員に対する支給単価

５種類

支給実績（25年度決算）

１日　500円

職員全体に占める手当支給職員の割合（25年度）

１日　2,000円

税務職員

１日　500円
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（6) その他の手当（26年４月１日現在）

円

円
円
円

円

千円

支給職員１人当たり

千円

（25年度決算）

千円

との異同

国の制度と

異なる内容

90,082

平均支給年額

（25年度決算）

支給実績

214,845

寒冷地手当

国の制度

扶養手当 ○配偶者
　13,000円

千円

446,045千円

同じ

通勤手当
管理職手当

異なる

同じ 110,305

251,157

○借家

課長職　給料月額の10%
通勤距離区分に応じ自

11,251

8,920
異なる

１１～３月支給(５ヶ月)
○扶養親族のある世帯
主
　月額26,380円
○扶養親族のない世帯
主
　月額14,580円
○その他の職員
　月額10,340円

異なる

住居手当
1,531

手　当　名 内容及び支給単価

(借家)

支給率が国

17,617
距離区分が

13,562
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５　特別職の報酬等の状況（26年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

766,000円×在職年数×5.126 円

641,000円×在職年数×3.234 円

(注) 1  給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。    

 　 ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月） 勤

          めた場合における退職手当の見込額である。                                 

　　（25年度支給割合）

町 長

備　　　　考

市 区 町 村 長

副 議 長

議 員

副市区町村長

副市区町村長

報

酬

議 長

副 議 長

給

料

議 員

市 区 町 村 長

期
末
手
当

議 長

任期毎

296,000

退
職
手
当

4.10

670,100641,000

285,000233,000

364,000

（参考）類似団体における最高／最低額

副 町 長

区 分 給 料 月 額 等

135,800

220,000

766,000

188,000 263,000

365,000

870,000

168,100

363,200

8,291,976

15,706,064 任期毎

3.90

　　（25年度支給割合）
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６　職員数の状況
（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

人口１万人当職員数　　　　　　　　　　 人
（類似団体の人口1万人当職員数 人）

人口1万人当職員数　　　　　　　　　　 人
（類似団体の人口1万人当職員数 人）

人口1万人当職員数　　　　　　　　　　 人
（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

議会

計

老健

99

普
通
会
計
部
門

27

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

水道

8

合　　計

[      120      ］
123

8 0

1

小　計

消防部門

簡易水道

下水道

115

1

2
2

6

一
般
行
政
部
門

農林水産

税務

1

13

2

13

2

民生

[      120      ］

介護

衛生 13

2

9

教育部門

1国保

土木

116

2

[     0     ］

1

0

商工

小　計

28

6

平成26年

2

8

職 員 数

1

平成25年

12

0

2

総務

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

123.64

0

153.963

商工労働業務の見直しによる減（-1）

25 民生部門のスタッフの充実

175.3

1

187.5

101

社会体育業務の見直しによる減（-1）

124

1

0

農林水産部門のスタッフの充実

＜参考＞

総務部門のスタッフの充実

土木部門のスタッフの充実

＜参考＞

150.99

主 な 増 減 理 由

0

対前年
増減数

＜参考＞

0

1 1 0

1

1

1

0

0

17 15
社会教育業務に北海道からの派遣職員を充てたため（-1）

7 5 -2
商工観光業務に北海道からの派遣職員を充てたため（-1）

-2
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（2)年齢別職員構成の状況（26年４月１日現在）

　

(3)職員数の推移

（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

      ２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

（単位：人・％）
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